
 次のとおり、制限付一般競争入札を行うので、静岡県公立大学法人契約事務取扱規程（平成19年４月１日

規程第19号）第５条の規定に基づき公告する。 

  令和７年２月18日 

                           静岡県公立大学法人理事長 今井 康之 

記 

１ 入札執行者 

  静岡県公立大学法人理事長 今井 康之 

２ 担当部署 

  〒422-8526 静岡市駿河区谷田52番１号 

  静岡県立大学事務局総務部施設室 

  電話番号 054-264-5105 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 入札番号 

   施第2003号 

 (2) 業務名 

   令和７年度静岡県立大学草薙キャンパス警備業務 

 (3) 業務場所 

   静岡市駿河区谷田 地内ほか 

 (4) 業務概要 

   静岡県立大学草薙キャンパスにおける常駐警備及び機械警備、学長公舎の機械警備 

 (5) 業務期間 

   令和７年４月１日から令和８年３月31日まで 

４ 競争入札参加資格 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

 (1) 静岡県公立大学法人契約事務取扱規程第２条及び第３条の規定に該当しない者であること。 

 (2) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、静岡県の庁舎等管理業務委託

業者入札参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。 

 (3) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開

始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の

申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (4) 次のアからキのいずれにも該当しないこと。 

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下｢法｣という。）第２条

第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

  イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

  ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

  エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団

又は暴力団員等を利用している者 

  オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力

団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約そ 

の他の契約を締結している者 



(5) 静岡県における庁舎等管理業務競争入札参加資格の営業種目１．警備に係る資格を有する者であること。 

(6) 静岡県における庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の本社又は本社から委任を受けた営業所等の所

在地が静岡市、焼津市又は藤枝市にある者であること。 

(7) 平成31年４月１日以降、延床面積30,000㎡以上の建物の警備業務を１年以上誠実に履行した実績を有

する者であること。 

(8) 施設警備業務検定１級又は２級の資格を有する者を現場責任者として配置できること。 

(9) 施設警備業務検定２級以上又は実務経験３年以上の者を半数以上配置できること。 

 

５ 入札説明書等の配布期間、配布場所及び配布方法 

 (1) 配布期間 

   公告日から令和７年２月28日（金）まで（ただし、２月25日（火）、土曜日、日曜日及び祝日は除く。）

の午前９時から午後４時まで 

 (2) 配布方法 

  ア 静岡県立大学公式ホームページ内の「入札情報」ページに掲示する。 

イ Wordや Excelデータを希望する場合は、上記２の場所にて直接配布する。 

６ 入札参加資格確認申請書等の提出 

  本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を提出すること。 

 (1) 提出期間 

   公告日から令和７年２月28日（金）まで（ただし、２月25日（火）、土曜日、日曜日及び祝日は除く。）

の午前９時から午後４時まで 

 (2) 提出書類 

  ア 入札参加資格確認申請書 

  イ 静岡県庁舎等管理業務に係る競争入札参加資格審査結果通知書の写し 

  ウ 上記４(7)から(9)までを証明するための書類（契約書及び仕様書の写し、資格を証明する書類の写

し等） 

  エ 返信先を明記した長形３号封筒（簡易書留郵便料金を含む切手460円分貼付のこと） 

 (3) 提出場所 

   上記２に同じ 

７ 入札手続等 

 (1) 入札執行日時 

   令和７年３月14日（金）午前10時 30分 

 (2) 入札執行場所 

   静岡市駿河区谷田52番１号 

静岡県立大学一般教育棟２階2216講義室 

   なお、郵送又は電送による入札は認めない。 

 (3) 入札保証金及び契約保証金 

   免除 

 (4) 入札の無効 

   次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

  ア 本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札 

  イ 入札参加資格確認申請書又は入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札 

  ウ 入札説明書等において示した条件等入札に関する条件に違反した入札 

  エ その他、現行諸規程により、入札時点において入札参加資格のない者とされている者が行った入札 

 (5) 落札者の決定方法 



   予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

(6) 契約書作成の要否 

   要 

８ その他 

 (1) この公告に掲げる入札は、当該調達に係る令和７年度予算の成立を条件とする。 

 (2) 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 照会窓口は、静岡県立大学事務局総務部施設室（電話番号054-264-5105）とする。 

 (4) 現場説明会は実施しない。 

 (5) 詳細は入札説明書による。 

(6) 静岡県立大学のホームページに掲載されている「静岡県公立大学法人 競争契約入札心得」を遵守   

すること。https://www.u-shizuoka-ken.ac.jp/guide/rec-bid/bid/ 



入 札 説 明 書 

 

 令和７年度静岡県立大学草薙キャンパス警備業務に係る入札公告に基づく入札等については、関係法

令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

１ 公 告 日 令和７年２月 18日 

２ 入札執行者 静岡県公立大学法人理事長 今井 康之 

３ 担 当 部 署 〒422-8526 静岡市駿河区谷田 52 番１号 

              静岡県立大学事務局総務部施設室 

              電話番号 054-264-5105 

４ 業務委託内容等 

 (1) 入札番号  施第 2003 号 

 (2) 業 務 名  令和７年度静岡県立大学草薙キャンパス警備業務 

 (3) 業務場所  静岡市駿河区谷田 地内ほか 

 (4) 業務期間  令和７年４月１日から令和８年３月 31日まで 

 (5) 業務概要  静岡県立大学草薙キャンパスの常駐警備及び機械警備、学長公舎の機械警備 

５ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

 次に掲げる条件を全て満たす者とする。 

 (1) 静岡県公立大学法人契約事務取扱規程第２条及び第３条の規定に該当しない者であること。 

 (2) 入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から落札決定までの期間に、静岡県の庁舎等管理業務

委託業者入札参加停止基準に基づく入札参加停止を受けていない者であること。 

 (3) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生

手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生

手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

 (4) 次のアからキまでのいずれにも該当しない者であること。 

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下｢法｣という。）第

２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。） 

  イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」

という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者 

  ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）

が暴力団員等である者 

  エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴

力団又は暴力団員等を利用している者 

  オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に

暴力団の維持運営に協力し又は関与している者 

  カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契

約その他の契約を締結している者 

 (5) 静岡県における庁舎等管理業務競争入札参加資格の営業種目１.警備に係る資格を有する者

であること。 

 



 (6) 静岡県における庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の本社又は本社から委任を受けた

営業所等の所在地が静岡市、焼津市又は藤枝市内にある者であること。 

 (7) 平成 31 年４月１日以降、延床面積 30,000 ㎡以上の建物の警備業務を１年以上誠実に履行し

た実績を有すること。 

(8) 施設警備業務検定 1級又は２級の資格を有する者を現場責任者として配置できること。 

(9) 施設警備業務検定２級以上又は実務経験３年以上の者を半数以上配置できること。 

６ 入札参加資格確認等 

 (1) 本入札に参加を希望する者は、次により入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及

び入札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を作成のうえ提出し、入札参加資格の確認を受

けなければならない。 

なお、期限までに申請書及び資料を提出しない者又は入札参加資格がないと認められた者は、本

入札に参加することができない。 

  ア 提出期間 公告日から令和７年２月 28 日（金）まで（ただし、２月 25 日（火）、土曜日、日

曜日及び祝日は除く。）の午前９時から午後４時まで 

  イ 提 出 先 上記３に同じ 

  ウ そ の 他 申請書及び資料は、長３号封筒（簡易書留郵便料金を含む切手 460 円貼付）を併せ

て申込先に持参することとし、郵送又は電送によるものは受付しない。 

 (2) 入札参加資格の確認は、申請書及び資料の提出期限の日をもって行うものとし、その結果は令和

７年３月４日（火）までに郵送する。 

 (3) 申請書は、別記様式第１号により作成し、警備業務受託実績証明書(様式第２号)を添付すること。 

 (4) 資料は次によるものとする。 

   ア 静岡県庁舎等管理業務に係る有効な「競争入札参加資格審査結果通知書」の写し 

   イ 上記５(7)から(9)までの実績が確認できる書類（契約書及び仕様書の写し、資格を証明する

書類の写し等） 

 (5) その他 

  ア 申請書、資料の作成及び申込みに係る費用は提出者の負担とする。 

  イ 入札執行者は、提出された申請書及び資料を入札参加資格の確認以外に、提出者に無断で使用

しない。 

  ウ 提出期限後における申請書又は資料の差替え及び再提出は認めない。 

  エ 提出された申請書及び資料は返却しない。 

  オ 提出された申請書及び資料は公表しない。 

  カ 申請書及び資料に用いる言語は日本語に限る。 

７ 入札参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

 (1) 入札参加資格がないと認められた者は、入札執行者に対して入札参加資格がないと認めた理由に

ついて説明を求めることができる。 

 (2) (1) の説明を求める場合には、令和７年３月 11 日（火）(ただし、土曜日及び日曜日は除く)ま

でに書面（様式自由）を持参することにより提出しなければならない。 

 (3) 入札執行者は、説明を求められたときは令和７年３月 13 日（木）までに郵送し、説明を求めた

者に対して書面により回答する。 

 (4) (2) の書面の提出先は上記３に同じとする。 

８ 設計書、仕様書及び入札書等の配布 



  設計書及び仕様書（以下「設計図書」という。）並びに入札説明書等の配布を次のとおり行う。 

 (1) 配布期間 公告日から令和７年２月 28 日（金）まで（ただし、２月 25 日（火）、土曜日、日曜

日及び祝日は除く。）の午前９時から午後４時まで 

 (2) 配布方法 

  ア 静岡県立大学公式ホームページ内の「入札情報」ページに掲示する。 

イ Word や Excel データを希望する場合は、上記３の場所にて直接配布する。 

９ 現場説明会 

  現場説明会は実施しない。 

10 入札 

 (1) 日   時  令和７年３月 14日（金）午前 10時 30 分 

 (2) 場   所  静岡市駿河区谷田52番１号 

          静岡県立大学一般教育棟２階 2216 講義室 

 (3) 持参する書類 入札書、委任状（代理人の場合）、入札参加資格確認通知書 

 (4) その他 

  ア 郵送又は電送による入札は認めない。 

  イ 入札書の提出に当たっては、以下の図を参考にして封印の上、表面に「入札番号、何々業務入

札書在中」と明記し、裏面に入札者の住所氏名を記載すること。なお、再度入札においても同様

とする。 

（封筒表面） 

 

（封筒裏面） 

 

  ウ 落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税及び地方消費税の金額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札金額

とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるかを問わず、見積もった契

約希望金額から消費税及び地方消費税の金額を除いた金額を入札書に記載すること。 

  エ 入札執行回数は２回を限度とする。 

静県大第○〇〇〇〇号

○〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇業務　入札書在中

印 印 印

会社名
住  所

施第〇〇〇〇号 



  オ 静岡県立大学のホームページに掲載されている「静岡県公立大学法人 競争契約入札心得」を

遵守すること。https://www.u-shizuoka-ken.ac.jp/guide/rec-bid/bid/ 

11 開札 

  開札は入札の終了後、直ちに当該場所において、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただ

し、入札者又はその代理人が立ち会わない場合においては、入札事務に関係のない静岡県公立大学法

人職員を立ち合わせて行う。 

12 入札の無効 

  次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

 (1) 公告等に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札 

 (2) 入札参加資格確認申請書又は入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (3) 入札説明書等において示した条件等入札に関する条件に違反した入札 

 (4) その他、現行諸規程により、入札時点において入札参加資格のない者とされている者が行った入札 

13 落札者の決定方法 

  予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

14 再度入札 

  予定価格の制限に達した価格のないときは、直ちに再度の入札を行う。 

15 入札保証金及び契約保証金 

  免除 

16 契約書作成 

  契約の締結にあたっては、契約書を作成しなければならない。 

17 支払条件 

  月ごとの 12 回の分割払いとする。 

18 その他 

 (1) この入札による契約は、当該調達に係る令和７年度予算の成立を条件とする。 

 (2) 契約手続等において使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 入札参加者は、契約書案、仕様書及び入札心得を熟読の上、入札心得を遵守すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

様式第１号  

 

 

入札参加資格確認申請書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 静岡県公立大学法人理事長 様 

 

                   住    所 

                   商号又は名称 

                   代表者氏 名             印 

 

 下記の業務に係る競争入札に参加する資格について確認されたく、資料を添えて申請し

ます。 

 なお、静岡県公立大学法人契約事務取扱規程第２条及び第３条の規定に該当しない者で

あること並びに添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 公告日 令和７年２月 18 日 

 

 

２ 件 名 令和７年度静岡県立大学草薙キャンパス警備業務 

 

 

３ 場 所 静岡市駿河区谷田 地内ほか 

  



 

 

 

様式第２号 

 

 

警備業務受託実績証明書 

 

 

契約の相手方 業務場所 契約期間 契約金額 建物の延床面積 

  ～ 千円 ㎡ 

  ～ 千円 ㎡ 

  ～ 千円 ㎡ 

  ～ 千円 ㎡ 

  ～ 千円 ㎡ 

 注１ 平成 31 年４月１日以降に、延床面積 30,000 ㎡以上の建築物の警備業務を１年以上誠実に履行

した実績について記載してください。 

 注２ 国（公社・公団・独立行政法人を含む。）、県、他の地方公共団体及び静岡県公立大学法人との

契約実績があるとき、又は県内の大学及び短期大学の契約実績があるときは、優先的に記載して

ください。 

 注３ ５件以上あるときは、契約期間が新しいものから５件まで記載してください。 

 

  上記契約を締結し、履行したことを証明します。 

 

  令和  年  月  日 

 

静岡県公立大学法人理事長 様 

 

 

                  入札参加者 住    所 

                        商号又は名称 

                        代表職者氏名             印 

 

 

 

※以上の実績が確認できる書類（契約書等）の写し（表の事項が確認できる部分のみで可）を添付して

ください。 



（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

 　　１ 入札番号 施第2003号

億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

（税抜）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

　　静岡県公立大学法人　理事長　　様

 　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

印

印

入　　　札　　　書　（第　　　回）

住　　　　所

商号又は名称

氏　　　　名

代 理 人

 　　３ 場　　所

令和７年度
静岡県立大学草薙キャンパス警備業務

静岡市駿河区谷田　地内ほか

入札金額

氏 名

 　　２ 件　　名

　　上記の業務を下記の金額で請け負いたく申し込みます。



代理人の印

  下記業務につき    を 　代理人と定め、入札及び見積に関する一切の権限を委任いたします。

 　　１ 入 札 番 号

 　　２ 件 名

 　　３ 場 所

令和　　年　　月　　日

住　　　　所

商号又は名称

氏　　　　名 印

委　　　　　　任　　　　　　状

令和７年度
静岡県立大学草薙キャンパス警備業務

施第2003号

静岡市駿河区谷田　地内ほか



静岡県立大学草薙キャンパス警備業務仕様書 

 

 静岡県立大学草薙キャンパス警備業務については、契約書で定めるもののほか、この仕様書の定める

ところによる。 

 

１ 業務対象 

 (1) 静岡県立大学草薙キャンパス敷地内：207,512 平方メートル 

（建物及び附帯設備：80,304 平方メートル） 

 (2) 学長公舎（静岡市葵区北安東一丁目 23－９） 

 

２ 業務内容 

  詳細は別紙「警備業務内容」のとおり 

 

３ 報告等 

 (1) 受託者は、毎日、警備報告書及び教職員・学生出入管理記録簿を別に定める様式により作成し、

翌日報告すること。 

 (2) 事故発生の際は、速やかに電話又は口頭で報告するとともに後日書面をもって報告すること。 

 (3) 事故発生時の連絡先は、委託者が別に定め、受託者に通知する。 

 

４ 施設警備従業者名簿の提出等 

 (1) 受託者は、契約締結後速やかに施設警備業務に従事する者の名簿及び経歴（顔写真付）、資格を

委託者に届け出ること。従事者に異動がある場合も同様とする。 

 (2) 受託者は、委託業務の円滑なる管理運営のため、前号のうちから現場責任者を定め委託者に報告

すること。 

   現場責任者は、施設警備業務１級又は２級の検定資格を有する者とし、委託業務従事者の行為及

び作業全般についての指揮監督を行う。 

 (3) 業務に従事する者のうち半数以上の者は、施設警備業務２級以上の検定資格を有する者、若しく

は警備業務について作業の内容判断ができる技術力及び必要な技能を有し実務経験３年以上程度

の者とすること。 

 (4) 受託者は、毎月の勤務予定を記載した「勤務予定表」を前月25日までに提出すること。 

 

５ 服務規律等 

 (1) 姿勢を正す、時間を厳守する、私語を慎む、相手の目を見てあいさつするなど警備業務を行うに

当たり基本的な事項を愚直に行うこと。 

 (2) 受託者の定める制服等を着用し、胸部に社名及び氏名入りの名札を付けること。 

 (3) 委託者の校風及び慣行諸規則を尊重すること。 

 (4) 服務規律を厳正にし、委託者の名誉を傷付けないこと。 

 (5) 来客の応接に際しては、言語、態度に留意すること。 

 (6) 委託者の職員との良好なる人間関係の保持に努めること。 

 (7) 委託者の担当者と緊密なる連携を保持すること。 

 

６ 機械警備業務に関する説明 

  受託者は、警備業法第40条に規定する事項について記した文書を委託者に提出し、その内容を説明

しなければならない。後日、その内容に変更が生じた場合も同様とする。 

 



７ 経費負担 

 (1) 業務遂行にあたり必要となる計器、器具、工具、消耗品等は原則として受託者の負担とする。 

 (2) 機械警備を実施するための防犯センサー、その他必要な装置及びその設置にかかる費用は受託者

の負担とする。 

 

８ 防犯カメラ等の管理及び運用 

 (1) 受託者は、静岡県立大学草薙キャンパスの施設に設置された防犯カメラ等の運用については、静

岡県が定めた「個人情報の保護に配慮した県が設置し、又は管理する防犯カメラ等の設置及び運用

に関する要領（以下、「県有防犯カメラ等の運用要領」という。）」（平成 16年９月 21日施行）の規

定のうち、次に掲げる事項につき実施するものとする。 

  ア 県有防犯カメラ等の運用要領９に規定する防犯カメラ等、画像表示装置及び録画装置の操作者

の指定に関し、防犯カメラ等管理責任者に適任者を推薦する。 

  イ 県有防犯カメラ等の運用要領 10 に規定する個人情報画像の保存等の規定のうち、次の事項を

遵守する。 

   (ｱ) 個人情報画像を保存する場合は、当該画像を加工することなく、撮影時の状態のままで保存

すること。 

   (ｲ) 個人情報画像を複写してはならない。 

   (ｳ) 防犯カメラ等管理責任者の許可なく、個人情報画像を記録した記録媒体（以下、「記録媒体」

という。）を画像表示装置又は録画装置の設置場所以外に持ち出してはならない。 

   (ｴ) 個人情報画像の保存期間を超えて保存してはならない。 

   (ｵ) 保存期間を経過した個人情報画像については、その都度直ちに管理責任者に報告すること。 

   (ｶ) 記録媒体の破棄の必要が生じた場合は、その都度直ちに管理責任者に報告すること。 

  ウ 防犯カメラ等、画像表示装置及び録画装置の操作者の変更が生じた場合は、その都度、直ちに

管理責任者に報告する。 

 (2) 委託者は、静岡県立大学草薙キャンパスの施設に設置された防犯カメラ等の運用については、「県

有防犯カメラ等の運用要領」の規定のうち、(1)に掲げる事項以外につき実施するものとする。 

 

９ 障害者への配慮 

  本業務の履行に当たっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第

65 号）第 10 条第１項に基づく「障害を理由とする差別の解消の推進に関する静岡県公立大学法人職

員対応要領」（平成28年４月１日規程第173号）第３条に規定する合理的配慮について留意すること。 

 

10 その他 

  この仕様書に示されていない細部の事項及び業務遂行中に生じた疑義については委託者と協議し、

状況に応じた指示を受け誠実にこれを行うこと。 



（別紙） 

警 備 業 務 内 容 

１ 警備の種類 

 (1) 施設警備（巡回警備を含む。） 

 (2) 機械警備（ただし、機械警備は別紙図面のとおりとする。） 

 

２ 警備体制 

区分 時間 人員 

夜    間 

17:00  ～  22:00 ４ 人 

22:00  ～翌日 9:00 ４ 人 

昼  間 

平日  9:00  ～  17:00 ２ 人 

休日（土曜日を含む）  9:00  ～  17:00 ２ 人 

 

３ 警備の内容 

 Ⅰ 施設警備（巡回警備を含む。） 

  (1) 防火に関する事項 

   ア 火災の原因となりやすい箇所の点検 

    (ｱ) 湯沸室、実験室等の火気使用箇所の点検 

    (ｲ) 事務機械及び電気器具の電源コードの差し込み点検 

    (ｳ) 暖房器具の消火の点検 

    (ｴ) ガス器具の元栓等処理状況の点検 

    (ｵ) その他火気使用箇所の点検 

   イ 防火設備等に関する点検 

    (ｱ) 消火器の位置の点検 

    (ｲ) 消火器、消火栓等の機能に対する障害物の有無の確認と除去 

    (ｳ) 避難通路、避難階段、防火扉等の障害物の有無の確認と除去 

    (ｴ) その他防火設備の異常の有無の確認に関すること 

  (2) 防犯に関する事項 

   ア 電気錠の施錠、解除 

   イ 建物及び付帯施設の出入り扉及び各部屋の施錠点検 

    （開放状態の建物及び付帯施設の出入り扉を発見したときは速やかに扉を閉めるることを含

む。） 

   ウ 不法侵入者、潜伏徘徊者、その他不審者発見時の通報、その他の処置 

   エ 窓ガラス等の破損の点検 

   オ 街灯、防犯灯、及び緊急通報装置等の防犯施設の点検 

   カ 勤務時間外の教職員及び授業時間終了後の学生に対する出入管理 

   キ 一般外来者及び外来作業者に対する出入管理 

    （原則、学外者に対して身分証明書等による身分確認を行うこと。） 

   ク 玄関前ロータリー、駐車場、駐輪場等の不審車両・ルール違反車両の取締り、交通整理及び

駐車管理 

   ケ カーゲートの管理 

（インターホン対応、録画調査を含む。） 



   コ 関係者以外の構内立入について口頭又は書面による注意、休日等における構内無断立入者の

制止又はその他の処置。 

   サ その他防犯管理に必要な事項 

 (3) 付帯業務 

   ア カーゲートに係る一時利用パスカードの交付及び管理 

   イ 外来電話の応対と記録 

   ウ 遺失物拾得の受付、保管及び委託者への引継ぎ 

   エ 委託者への申し送り及び引継ぎ 

   オ 委託者から預託された警備上必要な鍵の厳重な管理 

   カ 大学入試共通テスト時の交通整理 

   キ 休日及び夜間の公用車運転者のアルコールチェック 

   ク はばたき棟１階、薬学棟１階、図書館１階、クラブ棟１階、体育館入口の計５か所のＡＥＤ

のチェック 

 Ⅱ 機械警備 

   各種防犯センサーにより機械による警報警備を行う。また、実施に当たっては以下の項目を遵守

すること。 

  １ 「機械警備業者の即応体制の整備基準等に関する規則（昭和 58 年静岡県公安委員会規則第１

号）」を遵守すること。 

  ２ 機械警備の実施を再委託する場合は、予め委託者の承認を得るとともに、機械警備実施者と緊

密なる連携を保持すること。 

 

４ 警備方法 

 Ⅰ 施設警備（巡回を含む。） 

 (1) はばたき棟１階守衛室を警備の本部とし、巡回等の警備業務を行う。また、それ以外の時間は本

部において出入者等の管理及び警備上の付帯業務を行い、異常事態の発生に備え待機する。 

 (2) 防災センターとの連絡を密にし、防火、防犯の業務に協力してあたること。 

 (3) 巡回警備は、勤務時間内に次のとおり実施する。 

区分 時間 回数 

夜    間 17:00  ～翌日 9:00 ３ 回 

昼    間  9:00  ～  17:00 ２ 回 

 (4) 巡回警備は、建物、施設の内部及び外周について実施すること。また、巡回する時間帯が固定す

ることがないよう実施すること。 

 (5) 機械警備を実施している箇所（学長公舎を除く。）で異常事態が発生したときは、直ちに異常箇

所に出動する。 

 Ⅱ 機械警備 

 (1) 機械警備装置から基地局への通報は専用回線とし、回線が短絡又は切断された場合でも異常とし

て確認できるものとする。 

 (2) 基地局にて異常信号を受信した場合は、直ちに現場へ警備員を急行させ、異常事態の確認を行い

適切な処置をとること。 

 (3) 草薙キャンパス内の異常信号を受信した場合は、施設警備員との連携を図るため、異常信号の内

容を直ちに、はばたき棟１階守衛室へ連絡すること。 

 

 



５ 通報 

  警備の任務中において、火災、盗難及び事故等の異常事態が生じた場合、速やかに関係機関に通報

するとともに、予め指定した職員に通報連絡の上指示を受けること。 
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          個人情報の保護に配慮した県が設置し、又は管理する 

                   防犯カメラ等の設置及び運用に関する要領 

 

（県有防犯カメラ等の運用要領） 

 

１ 趣旨 

   この要領は、県が設置し、又は管理する防犯カメラ等の設置及び運用に関し、個人情報 

  の適正な取扱いを確保し、県民等の権利利益を保護するための具体的な方策を定めるもの 

  であり、その設置及び運用に関しては、静岡県個人情報保護条例（平成 14 年静岡県条例 

  第 58 号。以下「条例」という。）及びこの要領の定めるところによるものとする。 

 

２ 用語の定義 

  この要領において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（1）「防犯カメラ等」とは、犯罪の防止を目的とする防犯カメラ及び防災、施設管理等を目 

    的とする監視カメラで、特定の場所に継続的に設置され、かつ、特定の個人を識別でき 

    る画像を撮影する可能性のあるものをいう。 

（2）「個人情報画像」とは、防犯カメラ等により記録された画像のうち、当該画像から特定 

  の個人を識別できるものをいう。 

（3）「実施機関」とは、知事、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員、地方 

  労働委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁場管理委員会、公営企業管理 

  者及びがんセンター事業管理者のうち、防犯カメラ等を設置し、又は管理するものをい 

  う。 

 

３ 実施機関等の責務 

（1）実施機関は、県民等がその容ぼう及び姿態をみだりに撮影されない自由を有すること 

  にかんがみ、防犯カメラ等の設置及び運用に関し、必要な措置を講じるものとする。 

（2）実施機関の職員又は職員であった者は、防犯カメラ等の画像から知り得た県民等の情 

  報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

 

４ 委託に伴う措置 

   実施機関は、防犯カメラ等の設置又は管理を委託(地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号) 

 第 244 条の 2 第３項の規定により同法第 244 条第１項に規定する公の施設の管理を行わせ 

 ることを含む。以下同じ。)するに当たっては、防犯カメラ等による特定の個人を識別でき 

る画像の保護のため、契約書等に委託を受けた者が遵守すべき事項等を明記する等の必要

な措置を講じるものとする。 

 

５ 管理責任者の設置等 

（1）実施機関は、防犯カメラ等による特定の個人を識別できる画像の適正な取得及び安全 
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   管理を図るため、撮影対象区域ごとに、防犯カメラ等管理責任者（以下「管理責任者」 

   という。）を置くものとする。 

（2）管理責任者は、当該防犯カメラ等の管理を担当する所属の長又はこれに相当する職に 

   ある者をもって充てる。 

（3）管理責任者は、防犯カメラ等による特定の個人を識別できる画像の漏えい、滅失又は 

   き損の防止その他の画像の安全管理のために必要な措置を講じるものとする。 

 

６ 防犯カメラ等の設置場所 

  実施機関は、防犯カメラ等の設置に当たっては、設置目的を達成するために必要最小限度 

の撮影範囲となる場所に設置するよう努めるものとする。 

 

７ 防犯カメラ等の設置の表示 

   実施機関は、撮影対象区域内外の見やすい場所に、次に定める事項を容易に視認できる 

方法により表示するものとする。 

 ア 「防犯カメラ設置中」、「防災カメラ設置中」、「施設管理用カメラ設置中」等の防犯カメ 

   ラ等を設置している旨 

 イ 管理責任者及び連絡先 

 

８ 画像表示装置及び録画装置の設置場所 

   実施機関は、画像表示装置又は録画装置を設置する場合は、施錠ができる室内等で、か 

 つ、実施機関の職員以外の者等が見通せない場所に設置するものとする。 

 

９ 防犯カメラ等、画像表示装置及び録画装置の操作者の指定 

   管理責任者は、防犯カメラ等、画像表示装置又は録画装置を設置する場合は、その操作 

を行う者を指定するとともに、指定された者以外の操作を禁止するものとする。 

 

10 個人情報画像の保存等 

（1）実施機関は、個人情報画像を保存する場合は、当該画像を加工することなく、撮影時 

   の状態のままで保存するものとする。 

（2）実施機関は、防犯カメラ等の設置目的を達成するために必要な場合を除き、個人情報 

   画像を複写してはならないものとする。 

（3）実施機関の職員等は、管理責任者の許可なく、個人情報画像を記録した記録媒体（以 

   下「記録媒体」という。）を画像表示装置又は録画装置の設置場所以外に持ち出してはな 

   らないものとする。 

（4）実施機関の個人情報画像の保存期間（重ね撮りする場合は、上書きするまでの期間） 

   は、漏えい、滅失又はき損の防止その他の画像の安全管理を徹底するためには、極力短

期間の保存とすることが望ましいことにかんがみ、原則として 1箇月以内の必要最小限度

の期間とするものとする。ただし、これによりがたい事情がある場合は、当該防犯カメラ
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等の設置目的に応じ、管理責任者が保存期間を別に定めるものとする。 

（5） 実施機関は、保存期間を経過した個人情報画像については、漏えい防止のため、これ 

    を確実かつ速やかに消去するものとする。 

（6） 実施機関は、記録媒体の廃棄に当たっては、漏えい防止のため、次の措置を講じるも

のとする。 

    ア ビデオテープ等の記録媒体は、破砕、裁断等の処分を行う。 

    イ ハードディスク等の記録媒体は、破砕等の処分を行う。 

 

11 個人情報画像の利用及び提供の制限 

   実施機関は、法令等に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために個人情報画像を 

 自ら利用し、又は提供してはならないものとする。ただし、条例第 11 条第２項の規定に 

 より、次に掲げる場合等は、個人情報画像を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又 

 は提供することによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認 

 められるときを除き、個人情報画像を自ら利用し、又は提供することができる。 

 （1） 個人情報画像から識別できる特定の個人(以下「本人」という。)の同意があるとき、 

    又は本人に提供するとき。 

 （2） 実施機関がその権限に属する事務の遂行に必要な限度で個人情報画像を内部で利用 

    する場合であって、当該個人情報画像を利用することについて相当の理由があるとき。 

 （3） 県民等の生命、身体又は財産の安全を確保するために必要であると認められるとき。 

 

12 個人情報画像の開示義務 

   実施機関は、本人から開示請求があったときは、開示請求に係る当該個人情報画像に、

条例第 17条各号に規定する次に掲げる情報（以下「条例に規定する非開示情報」という。）

のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該個人情報画像を開示しな

ければならない。ただし、当該個人情報画像に条例に規定する非開示情報（条例第 17 条

第１号に規定する法令秘情報を除く。）が含まれる場合であっても、本人の権利利益を保

護するために特に必要があると認めるときは、開示請求者に対し、個人情報画像を開示す

ることができる。 

 （1） 法令秘情報 

 （2） 開示請求者以外の個人情報 

 （3） 事業活動情報 

 （4） 犯罪の予防、捜査情報 

 （5） 審議、検討又は協議に関する情報 

 （6） 事務又は事業に関する情報  

 

13 本人以外の者からの個人情報画像の開示請求 

  実施機関は、本人以外の者から個人情報画像が記録された公文書の開示請求があった場

合は、静岡県情報公開条例（平成 12 年静岡県条例第 58 号。）の規定に基づき、個人を識
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別することのできる個人情報画像を容易に区分して除くことができるときであって、当該

画像を除いた部分につき開示する場合又は当該画像を開示することが公益上特に必要が

あると認め開示する場合を除き、個人情報画像を開示することができない。 

 

14 苦情の処理 

   実施機関は、実施機関における防犯カメラ等による特定の個人を識別できる画像の取扱

いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければならない。 

 

  附 則 

この要領は平成 16年９月 21日から施行する。 
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学長公舎



令和７年度

  静岡県立大学草薙キャンパス警備業務　設計書

静岡県公立大学法人

概 要

場所 静岡市駿河区谷田　地内他

  静岡県立大学草薙キャンパス各棟及びその関連施設、大学周辺地域、学長公舎の警
備業務を委託する｡



設計書　甲

\ －

但し、静岡県立大学草薙キャンパス警備業務委託費

内 訳

符号 名　　　　称 品質形状寸法 員　数 単　位 単　　　価 金　　　額 摘　　　　要

1 常駐警備費 1 式

2 機械警備費 1 式

小計

消費税及び
地方消費税相当額

10 %

設計額

静岡県公立大学法人

符号 名　　　　称 品質形状寸法 員　数 単　位 単　　　価 金　　　額 摘　　　　要



設計書　乙

符号 名　　　　称 品質形状寸法 員　数 単　位 単　　　価 金　　　額 摘　　　　要

1 常駐警備

　(令和7年4月～令和8年3月)

(1)平日239日

   昼間勤務(２人)
(９:00～17:00)
8ｈ休憩1ｈ

3,346 時間

   夜間勤務(４人)
(17:00～22:00)

5ｈ
4,780 時間

(22:00～5:00)
7ｈ休憩5ｈ

1,912 時間

(5:00～9:00)
4ｈ

3,824 時間

宿直手当 956 回

(2)休日126日(土曜,日曜,祝日,年末年始,夏期)

   昼間勤務(２人)
(９:00～17:00)
8ｈ休憩1ｈ

1,764 時間

   昼間勤務(４人)
共通テスト対応
（2ｈ×2日）

16 時間

   夜間勤務(４人)
(17:00～22:00)

5ｈ
2,520 時間

(22:00～5:00)
7ｈ休憩5ｈ

1,008 時間

(5:00～9:00)
4ｈ

2,016 時間

宿直手当 504 回

静岡県公立大学法人

符号 名　　　　称 品質形状寸法 員　数 単　位 単価 金　　　額 摘　　　　要

(3)有給休暇（年５日）

休暇取得者 11人×8ｈ 440 時間

休日出勤者 11人×8ｈ 440 時間

小計

直接物品費 1 式

業務管理費 1 式

一般管理費 1 式

計

2 機械警備

(1)警備料（大学内及び学長公舎）

　(令和7年4月～令和8年3月) 12 月

   夜間勤務(４人)

   夜間勤務(４人)



過年度の入札公告についてはこちらをご覧ください。 

 

2023年度 

https://www.u-shizuoka-ken.ac.jp/guide/rec-bid/bid/bid-2023/ 

 

2022年度 

https://www.u-shizuoka-ken.ac.jp/guide/rec-bid/bid/bid-2022/ 

 

2021年度 

https://www.u-shizuoka-ken.ac.jp/guide/rec-bid/bid/bid-2021/ 


